
「予算第１号議案  令和２年度神戸市一般会計予算」等の編成替えを求め

る動議 

 「予算第１号議案  令和２年度神戸市一般会計予算」等の編成替えを求める動

議を次のとおり提出する。 

令和２年３月 12日提出 

 提出者  予算特別委員会委員 

 松  本  のり子    森  本    真    大かわら  鈴子  

 西    ただす    味口  としゆき    今  井  まさこ  

 林   まさひと    朝  倉  えつ子 

予算特別委員会委員長  平  井  真千子  様 

「予算第１号議案  令和２年度神戸市一般会計予算」等の編成替えを求め

る動議 

 予算第１号議案  令和２年度神戸市一般会計予算については，市長は，次のと

おり編成替えを実施するとともに，関連する予算第４号議案  令和２年度神戸市

国民健康保険事業費予算，予算第 10号議案  令和２年度神戸市介護保険事業費予

算及び予算第 15号議案  令和２年度神戸市港湾事業会計予算についても，予算第

１号議案の編成替えに伴い，必要な編成替えを行い再提出することを求める。 

一般会計 

歳入 

１ 市税を 631,500千円増額する。 

(1) 市民税・個人を , 個人市民税均等割の増税の中止により 302,400千円減額す

る。 

(2) 固定資産税・固定資産税及び都市計画税・都市計画税を，神戸エンタープ

ライズゾーン及び神戸国際経済ゾーンの市税の不均一課税を廃止することに

より合わせて 850,000千円増額する。 

(3) 事業所税・事業所税を，神戸エンタープライズゾーン及び神戸国際経済ゾ

ーンの市税の不均一課税を廃止することにより 83,900 千円増額する。 

２ 繰入金を 2,659,069 千円増額する。 

(1) 特別会計繰入金・新都市整備事業会計繰入金を，財源対策として 1,000,000



千円増額する。 

(2) 基金繰入金・基金繰入金を，財源対策として財政調整基金繰入を増額する

ことにより 1,659,069 千円増額する。 

３ 市債を 3,607,200 千円減額する。 

歳出 

１ 議会費を 17,528 千円減額する。 

(1) 議会費・議員費を，費用弁償の廃止により 17,528 千円減額する。 

２ 総務費を 7,299,263 千円減額する。 

(1) 総務費・総務管理費を，本庁舎再整備関連事業で 1,062,000 千円 , 本庁舎２

号館の再整備で 512,000千円 , 合わせて 1,574,000 千円減額する。 

(2) 企画費・行政調査費を，神戸医療産業都市の推進で 4,756,666 千円減額する。 

(3) 庁舎等建設費・区役所等庁舎整備費を，新中央区総合庁舎の整備で 968,597

千円減額する。 

３ 市民費を 638,370千円減額する。 

(1) 市民費・市民文化費を，新・神戸文化ホール整備で 60,000 千円 , 新中央区

総合庁舎の整備で 248,370千円 , 合わせて 308,370千円減額する。 

(2) 会館費・勤労会館費を , 磯上公園内の新体育館整備事業で 330,000千円減額

する。 

４ 民生費を 6,100,000 千円増額する。 

(1) 民生総務費・職員費を，こども家庭センターの職員を増員するため 50,000

千円増額する。 

(2) 民生総務費・民生総務費を , スフィア基準に基づく避難所改善のため

100,000千円増額する。 

(3) こども家庭費・こども育成費を，福祉乗車証（母子世帯）を存続し対象を

父子世帯に拡大するため 100,000千円増額する。 

(4) こども家庭費・こども医療費を，中学校卒業までの医療費を全額助成する

とともに助成対象を高校生に拡大するため 2,800,000 千円増額する。 

(5) こども家庭費・児童相談所費を，こども家庭センターの体制を強化するた

め 50,000 千円増額する。 



(6) 民生施設整備費・児童福祉施設整備費を，待機児童解消に向けて保育所整

備助成を増額するため 900,000千円，公立保育所を増設するため 1,000,000 千円，

児童館を整備するため 600,000千円，合わせて 2,500,000 千円増額する。 

(7) 民生施設整備費・老人福祉施設整備費を，入居待機者の解消に向けて特別

養護老人ホーム等の整備に対する助成を拡大するため 500,000千円増額する。 

５ 衛生費を 400,000千円増額する。 

(1) 衛生総務費・職員費を , 保健所及び保健センターの職員を増員するため

100,000千円増額する。 

(2) 衛生総務費・衛生総務費を，新型コロナウイルス対策に伴う地域医療機関

の基盤整備補助を創設するため 100,000千円 , 産科小児科等地域医療の基盤維

持事業を創設するため 100,000千円 , 合わせて 200,000千円増額する。 

(3) 公衆衛生費・地域保健費を，新型コロナウイルス対策に伴う保健所検査体

制の充実及び校区単位の健康づくり事業の推進のため 100,000千円増額する。 

６ 環境費を 15,650 千円増額する。 

(1) 環境総務費・環境総務費を，原子力や石炭火力発電に頼らない地域分散型

エネルギーへの転換を調査し , 及び補助モデル事業を実施するため 100,000千

円増額するとともに，低炭素都市を目指したエネルギー政策の推進で 84,350

千円減額する。 

７ 商工費を 56,650 千円増額する。 

(1) 商工振興費・職員費を , 新型コロナウイルス被害及び消費税増税の影響調

査のため市内小規模事業者の現況悉皆
しっかい

調査を実施し , 及び相談員を配置する

ため 100,000千円増額する。 

(2) 商工振興費・商工振興費を，小規模小売店舗の地域密着型サービス事業助

成金を創設するため 300,000千円 , 小規模事業者向けの雇用維持・事業継承奨

励交付金を創設するため 200,000千円，トライアル発注認定制度を創設するた

め 100,000千円，店舗リフォーム助成制度を創設するため 300,000千円，商店

街・小売市場活性化助成金を創設するため 300,000千円，合わせて 1,200,000 千

円増額するとともに，新産業の育成・集積 , 企業誘致の推進等で 1,234,130 千

円減額する。 



(3) 貿易観光費・貿易振興費を，外国・外資系企業誘致で 9,220 千円減額する。 

８ 農政費を 100,000千円増額する。 

(1) 農政総務費・地域整備費を，新規就農・担い手育成支援金の創設のため

90,000 千円増額する。 

(2) 生産振興費・流通対策費を，地元産資源・生産物利用転換助成金の創設の

ため 10,000 千円増額する。 

９ 土木費を 4,104,100 千円減額する。 

(1) 道路橋梁整備費・広域幹線道路対策費を , 大阪湾岸道路西伸部関連事業で

396,000千円減額する。 

(2) 道路橋梁整備費・道路改良費を，大阪湾岸道路西伸部の整備で 2,000,000 千

円 , 都心・三宮再整備関連で 1,520,000 千円 , 合わせて 3,520,000 千円減額する。 

(3) 道路橋梁整備費・道路補修費を , 大阪湾岸道路西伸部関連事業で 112,000千

円減額する。 

(4) 公園緑地整備費・公園整備費を，東遊園地の再整備などの実施設計・調査

等で 176,100千円減額する。 

(5) 河川砂防費・治山砂防費を，私有地土砂災害危険箇所改修助成制度の創設

のため 100,000千円増額する。 

10  都市計画費を 1,315,230 千円減額する。 

(1) 都市計画総務費・都市計画総務費を，郊外住宅近接型の小規模公共施設誘

致支援事業の創設のため 100,000千円増額するとともに , 都心の再生で

1,304,230 千円減額する。 

(2) 街路事業費・街路築造費を，須磨多聞線で 111,000千円減額する。 

11  住宅費を 500,000千円増額する。 

(1) 住宅総務費・建築指導費を，民間住宅のリフォーム助成制度を実施するた

め 500,000千円増額する。 

12  教育費を 1,573,500 千円増額する。 

(1) 教育総務費・奨学援助費を，奨学金を拡充するため 200,000千円増額する。 

(2) 小学校費・教職員費を，小学校全学年で 35人学級を実施することによる教

員の配置のため 780,000千円増額する。 



(3) 中学校費・教職員費を，中学校１年生で 35人学級を実施することによる教

員の配置のため 410,000千円増額する。 

(4) 社会教育費・水族園費を , 民間活力を活かした水族園再整備で 26,500 千円

減額する。 

(5) 体育保健費・学校給食費を，中学校給食親子方式の先行実施のため 210,000

千円増額する。 

13  諸支出金を 1,153,479 千円増額する。 

(1) 繰出金・国民健康保険事業費へ繰出金を，国民健康保険料を減額するため

1,700,000 千円増額する。 

(2) 繰出金・介護保険事業費へ繰出金を，介護保険料を減額するため 500,000千

円増額する。 

(3) 繰出金・港湾事業会計へ繰出金を，神戸空港への支援や大阪湾岸道路西伸

部の整備促進の中止により 1,046,521 千円減額する。 

 


